
  

 

 

 

 

 

 

 

鳥取県保育士等修学資金貸付制度の手引き 

 

（鳥取短期大学幼児教育保育学科 令和６年４月入学生向け） 

 

秋募集 
（申請受付期間：令和５年１０月１０日（火）～１１月１７日（金）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令 和 ５ 年 １ ０ 月 

鳥取県子ども家庭部子育て王国課 

 

 

○ この制度は、経済的理由で修学が困難な方が保育士又は幼稚園

教諭を目指すためのものです。 

 

○ 鳥取短期大学幼児教育保育学科を卒業後、保育士又は幼稚園教

諭として県内の保育施設等で一定年数勤務することによって、

修学資金の返還が免除されます。 

 

○ ただし、退学等や返還の免除条件を満たさなくなった場合は貸

付けを受けた修学資金を一括又は毎月多額の金額を返還するこ

とになりますので、ご注意ください。 
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１ 目的 

この修学資金は、鳥取短期大学幼児教育保育学科（以下「鳥取短大」という。）
において保育士・幼稚園教諭（以下「保育士等」という。）の資格に必要な教育を
受け、将来、県内の保育所等において、保育士等として働こうとされている方で、
経済的理由により修学が困難な方に対して必要な資金（以下「修学資金」という。）
を貸し付け、修学を支援するとともに、県内の保育士等の確保及び質の向上を図る
ことを目的としています。 

 

２ 制度の概要 

（１）修学資金の借受者（修学生）の資格 

○ 次のア又はイのいずれかに該当する者であること。 

ア 県内の高等学校を卒業する者（その者に準ずる者を含む。）であること。 

イ 入学する日の前年度の４月１日から引き続き保護者が県内に住所を有して
いること。 

○ 鳥取短大に入学しようとする者であること。 

○ 将来県内において保育士又は幼稚園教諭として働く意思があること。 

○ 経済的理由により鳥取短大への進学が困難であると認められること。 

○ 県から他の修学支援を目的とする資金の貸与又は給付を受けていないこと。 

※ 高等学校卒業程度認定試験合格者は、保護者が上記イの要件を充足している場合、又は本人
が入学日の前年度の４月１日から県内在住の場合に修学資金の対象となります。 

※ 鳥取県社会福祉協議会が貸付する保育士修学資金貸付については、併給できません。 

※ 日本学生支援機構貸与奨学金や鳥取短大の奨学金など、鳥取県及び鳥取県教育委員会以外の
団体が運営する奨学金制度については、併給することができます。ただし、日本学生支援機
構給付奨学金とは併給できません。 

（２）修学資金の種類と要件 

区 分 貸付の要件 

奨学金 

①、②の要件をいずれも満たすこと。 

① 所得が日本学生支援機構給付奨学金の第Ⅰ区分（住民税非課税世
帯）または第Ⅱ区分（住民税非課税世帯に準ずる世帯）に該当し
ない世帯(※)であること。 

② 以下のア～ウのいずれかに該当すること。 

ア 所得が次の基準額に達しない世帯であること。 
世帯人員 世帯の総所得金額 世帯人員 世帯の総所得金額 

１人 １，７０６千円 ４人 ４，２２１千円 

２人 ３，２１５千円 ５人 ４，７２４千円 

３人 ３，７１８千円 ６人 ５，２２７千円 
○世帯の総所得金額は、同居・別居を問わず本人と生計を一にする家族全
員の総所得金額です。 

○総所得金額は、給与所得者は給与所得控除後の金額、事業所得者は総収
入から必要経費を控除した額をいいます。 

○世帯人員 7 人以上の場合は、１人増すごとに 503 千円を加えます。 
○所得・課税の状況は、証明できる直近の情報により判断します。 

イ その他、特別な事情により家計が困窮していると認められ、特に
貸付けの必要があると認められる者であること。 

ウ 所得の状況が日本学生支援機構貸与奨学金（第一種）の要件を満
たすこと。（ア、イの者で募集人数に達しない場合に貸付けします） 

入学支援資金 奨学金の要件に該当していること。 

※ 日本学生支援機構ホームページ「進学資金シミュレーター」を参考にしてください。 

               https://shogakukin-simulator.jasso.go.jp/ 
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（３）修学資金の額等 

区  分 内   容 

種 

類 

奨学金 
学費の支払いを支援することを
目的に貸し付ける資金 

７２万円（月額３万円相当） 

入学支援資金 
入学金の支払いを支援すること
を目的に貸し付ける資金 

２４万円（入学金相当額）  

（奨学金の対象全員に貸付） 

合  計 ９６万円（７２万＋２４万） 

貸付期間 
鳥取短大に入学する日の属する月から鳥取短大を卒業する日
の属する月まで。ただし、奨学金は２４月分を限度とします。 

貸付方法 

修学生が鳥取短大に納めるべき入学金及び学費を県が代わっ
て支払い、修学生が鳥取短大に納める金額を軽減する方法で
貸付けます。 

貸付利率 無利子 

連帯保証人 
１名（修学生が未成年者である場合には保護者等、成年者であ
る場合には父母、配偶者等です。） 

募集人員 １８名以内 

※ 奨学金の金額は、２年間の合計額です。 

 

【貸付方法の具体的イメージ】 

 

 

鳥 
 

取 
 

県 

 

①修学資金を 

支払・受取 

（代理受領） 

 

鳥 

取 

短 

大 

 

②入学金、学費 

を軽減 

 

③軽減後の学費 

を納付 

修 
 

学 
 

生 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

  ④ 卒業後、一定期間をかけて貸付を受けた額を県に返還します。 

           （返還猶予、免除制度あり） 

 
 
 

【鳥取短大の授業料等の額】   【軽減される額】     【修学生が鳥取短大に納める額】 

                              貸付けを受ける額です         軽減後の額 

 納付時期 納付額  納付時期 軽減額  納付時期 納付額 

１ 

年 

生 

入学手続 ２４万円 入学手続 ２４万円 入学手続 ０万円 

４月 ２８万円 ４月 ９万円 ４月 １９万円 

６月 ２２万円 ６月 ９万円 ６月 １３万円 

１０月 ２２万円 １０月 ９万円 １０月 １３万円 

１２月 ２２万円 １２月 ９万円 １２月 １３万円 

２ 

年 

生 

４月 ２８万円 ４月 ９万円 ４月 １９万円 

６月 ２２万円 ６月 ９万円 ６月 １３万円 

１０月 ２２万円 １０月 ９万円 １０月 １３万円 

１２月 ２２万円 １２月 ９万円 １２月 １３万円 

合計 ２１２万円 合計 ９６万円 合計 １１６万円 

※この額に諸経費は含みません。 

代理受領とは、修学生
に代わって奨学金を
鳥取短大が受け取る
ことをいいます。 



 - 3 -

（４）修学生の決定 

   知事は、鳥取短大の入学試験が開始される前に、修学生の内定または候補者登
録を行います。修学生が入学試験合格後、入学手続終了後に修学生を決定します。                       
（令和６年４月入学の場合） 

 
鳥取県 鳥取短期大学 修学資金を申請する者 

令和５
年 10
月～
12 月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12 月 
～ 
令和６
年３月 

 

 

  

 

 

 

 

 

※ 入学金納付不要である
ことを併せて通知 

 

 

※ 内定通知・候補者登録
通知は失効 

 

   

 

※ 入学金の納付はしない 
※ 入学手続をとらない場

合、内定通知・候補者登
録通知は失効（貸付は行
われない） 

３月 

下旬 

   

４月    

※ 内定者の範囲 

  所得が２（２）②ア及びイに該当する世帯。入学手続ののち修学生として決定します。 

※ 候補者登録の範囲 

所得が、２（２）②ウに該当する世帯。内定者が募集人数に達しない場合、鳥取短期大
学により候補者を選定するため、必ず修学生として決定するものではありません。 

 

（５）貸付けの終了 

   知事は、貸付期間が終了したとき、貸付けを打ち切ったときは、修学生に対し
てその旨を通知します。 

 

（６）貸付けの打切り及び休止 

   修学生が次の事由に該当することとなったときは、修学生の貸付けは打切り、
又は休止となります。 

内定者・候補者リスト受領 

修学資金の貸付申請 申請書審査 

通知受領 

修学資金内定通知 

候補者登録通知※ 

入学支援資金の返還請求 
入学手続き後、 

入学しなかった者 

学校推薦型選抜、一般
選抜、総合型選抜 

修学生候補者選考 
（合格した候補者から

修学生を選考） 

判定結果の受領 

出願 

合格 

不合格 

合格者は入学手続 

通知受領 修学資金決定通知 

修学生リストの受領 入学手続の確認 
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【貸付けを打ち切る場合】 

  (1) 鳥取短大に在学しないことになったとき。 

  (2) 学業成績又は性行が著しく不良となったとき。 

  (3)  修学資金の貸付けを受けることを辞退したとき。 

  (4) 死亡したとき。 

 (5) 高等教育無償化の対象となったとき。 

  (6) その他修学資金の貸付けの目的を達成する見込みがなくなったと認められたとき。 

【貸付けを休止する場合】 

 修学生の休学期間（３０日以上）又は停学期間 

 

（７）修学資金の返還 

   修学生は、次の事由に該当することとなったときは、次の方法で修学資金を県
に返還しなければなりません。（期日までに返還できない場合は延滞金が発生し
ます。） 

 

 【返還が必要な場合】 

① 入学手続き後、入学しなかった場合、又は貸付けを打ち切られた場合 

② 
鳥取短大を卒業してから１年以内に保育士の登録を受けなかったとき、又は幼稚

園教諭の免許を取得しなかったとき 

③ 
保育士の登録を受け、又は幼稚園教諭の免許を取得してから６年以内に通算３年

以上、県内の保育所等で勤務する見込みがなくなったとき。 

 

 【返還の方法】 

 区 分 返還期限 返還方法 

 ① 入学手続き後、入学しなかった場合 1 ヶ月以内 一括返済 

 ② 貸付けを打ち切られた場合 借りた期間に相当する期間 

月賦均等払  ③ 借りた修学資金の額が９６万円 ４年以内 

 ④ 借りた修学資金の額が９６万円未満 ２年以内 

 

 【返還事例】 

１学年から奨学金月額３万円の貸付けを受ける学生が２学年時の１１月に退 
学した場合 

     返還総額：８４万円 

    （内訳：入学支援金２４万円、奨学金月額３万円×２０ヶ月） 

     １月あたりの返還額：４万２千円（貸付けを受ける期間で返還する） 

     ※一括での返還も可能です。 

 

（８）返還債務の履行猶予 

   修学生が、（７）により修学資金を返還しなければならなくなった場合でも、
災害、疾病、出産育児、介護休業等の事由が生じた場合には、返還債務の履行猶
予を受けることができます。 

 

（９）借用証書の提出 

   修学生は、貸付けが終了したとき、又は貸付けを打ち切られたときは、その旨
の通知を受けてから２週間以内に借用証書を知事に提出しなければなりません。 
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３ 返還債務の免除制度の概要 

修学生は、次の事由のいずれかに該当することとなったときは、返還債務の免除の対象

になります。 

  免除の条件に該当した場合には、その旨の報告をしていただく必要があります。 

免除の条件 
免除の
範囲 

① 鳥取短大を卒業してから１年以内（※1）に保育士の登録を受け、又
は幼稚園教諭免許を取得し、６年以内（※2）に通算３年以上、県内の
保育所等で保育士等の資格を活かして勤務したとき。 
勤務の雇用形態 正規・非正規を問いません。 

３年の算定方法 連続した勤務である必要はありませんが、非正規の場合
は、月１０日以上の勤務を行う雇用契約になっているこ
とが必要です。（３年は月単位で計算します。） 

(※1)１年の期間に
含まない期間 

災害、疾病、産前産後期間、子どもが３歳に達するまでの
期間 等 

(※2)６年の期間に
含まない期間 

災害、疾病、専攻科への進学、大学への編入学、退職後の
産前産後期間・子どもが３歳に達するまでの期間 等 

休業制度の取り扱
い 

産前産後休業、育児休業、介護休業等、各種休業期間は、
３年間の業務従事期間に含めます。 

 

債務の
全部 

② ①に規定する業務に従事する期間中に、業務上の事由により死亡し、
又は業務に起因して精神若しくは身体に著しい障がいを受けたためそ
の業務に従事することができなくなったとき。 

債務の
全部 

③ ②に該当する場合を除き、死亡し、又は精神若しくは身体に著しい障
がいを受けたため業務に従事することができなくなったとき。 

債務の

全部又

は一部 

 

【免除対象となる勤務先】 

  次の表にある施設で、保育士等の資格を活かして勤務した場合に、返還債務の免除を受

けることができます。 

区分 所在地 施設区分 該当 

児童福祉 

施設 

県内 乳児院、保育所、児童養護施設、障害児入所施設、児童発達支

援センター、児童心理治療施設、母子生活支援施設、児童厚生

施設、児童自立支援施設、児童家庭支援センター 

○ 

学校 幼稚園 ○ 

認定 

こども園 

認定こども園（幼保連携型・幼稚園型・保育所型） ○ 

その他 届出保育施設、地域型保育事業所（小規模保育等）、事業所内

保育施設、一時預かり事業者、へき地保育所、病児・病後児施

設、放課後児童健全育成事業、指定放課後等デイサービス事業

者、指定児童発達支援事業者、自立援助ホーム、児童一時保護

施設、指定保育士養成施設等 

○ 

行政 市町村保育担当課（保育所等に関する行政を所管する課であれ

ば課名を問わない。） 

○ 

 県内 上記に属さない施設 × 

県外 全ての施設 × 
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【免除制度の具体的イメージ】 

 

（１）返還債務の免除が受けられる事例 

６年間  

                                                                          

入 
学 

卒 
業 

保 
育 
所 

無 
職 
等 

幼 
稚 
園 

無 
職 
等 

無 
職 
等 

保 
育 
所 

６年以内に３年間勤務
しているので、この時
点で返還を免除 

                       １年     １年        １年 

        修学資金貸付期間              勤務期間は連続していなくてよい  

 

                                     ６年間 

 

 
入 
学 

 
卒 
業 

 
無 
職 
等 

 
無 
職 
等 

 
無 
職 
等 

 

幼 
稚 
園 

 

幼 
稚 
園 

 

幼 
稚 
園 

６年以内に３年勤務し
ているので、返還免除 

       修学資金貸付期間             １年  １年 １年 

                                     育児休業は業務従事期間に含む 
 

                                    ９年間（６年＋３年）     

 

 

入 
学 

 

卒 
業 

 

専攻
科 

進学 

 

保 
育 
所 

 

無 
職 
等 

 

 

幼 
稚 
園 

 

 

 
出 
産 

 

 
育 
児 

 

保 
育 
所 

９ 年 以 内 に ３
年 勤 務 し て い
るので、返還免
除 

       修学資金貸付期間        １年     １年         １年 

６年に含めない 

 

 

（２）返還債務の免除が受けられない事例 

６年間 

                                                          

入 
学 

卒 
業 

保 
育 
所 

無 
職 
等 

幼 
稚 
園 

無 
職 
等 

保 
育 
所 

 

 

 

無 
職 
等 

６年以内に２年 11 ｹ月
間しか勤務していない
ので返還免除の対象外 

修学資金貸付期間  １年     １年     11 ヶ月             返還開始 

 

                         求職期間が３年以上 

                                       

入 
学 

卒 
業 

無 
職 
等 

無 
職 
等 

無 
職 
等 

無
職
等 

６年以内に３年勤務することが不可能に
なった時点で、６年経過を待たず返還 
開始。 

修学資金貸付期間                返還開始 

  

退 職 

育児休業 

事
例
１ 

事
例
２ 

事
例
３ 

事
例
１ 

事
例
２ 
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４ 申請について（令和６年４月入学生） 

申請受付時期 
令和５年１０月１０日（火）から１１月１７日（金）まで 

（当日消印有効） 

申請書提出先 
〒６８０－８５７０ 鳥取市東町１丁目２２０番地 

鳥取県子ども家庭部子育て王国課 

募集の告知 県ホームページ、鳥取短期大学事務局を通じて告知します。 

 

提出書類 

区    分 
チェック

欄 

 

全

員

が

提

出 

修学資金貸付申請書（様式第１号） 
 

誓約書（様式第２号） 
 

代理受領承諾書（様式第３号） 
 

個人情報の提供同意書（実施要綱様式第１号） 
 

以下のいずれかの書類 

・＜日本学生支援機構給付奨学金を申請していない者＞ 

証明書（実施要綱様式第３号）※在籍校の校長による証明が必要。 

・＜日本学生支援機構給付奨学金を申請した者＞ 

高等教育無償化の制度を併給しない旨の誓約書（実施要綱様式第４号） 

 ※申請した結果、不採用となった者については、採用候補者とならなかったこ

とが記載された書類（日本学生支援機構からの通知の写し）を提出。 

 

世帯状況報告書（別紙１）  

世帯全員の所得課税証明書（令和４年分） 

※ 取得については、居住市町村にお問い合わせください。 

※ 所得の有無にかかわらず、生計を一にする世帯全員分（父母、本人、兄弟姉妹、
祖父母等）が必要です。 

 

高校の卒業（見込）証明書又はこれと同等であると証する書類 

※ 取得については、卒業（見込）の高校にお問い合わせください。 
 

該

当

者

の

み

提

出 

県外高校の卒業（見込）者である場合 本人及び保護者の住民票の写し 

（マイナンバーの記載不要） 
 

 

５ 問い合わせ先 

    鳥取県子ども家庭部 子育て王国課 

   電話：0857-26-7150  メール：kosodate@pref.tottori.ig.jp 
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各修学資金制度の概要 

 ① 
鳥取県保育士等 

修学資金 
（鳥取短期大学のみ） 

② 
保育士修学資金貸付 
全ての保育士養成 

施設を対象 

③ 
日本学生支援機構給付型奨

学金 
(高等教育の修学支援新制度) 

申請先 鳥取県 鳥取県社会福祉協議会 
（提出先：鳥取県） 

日本学生支援機構 

貸付総額
（①②） 

給付総額
（③） 
（２年
間） 

96 万円 
(月額３万×24 月＋入学支援金
24 万円) 

160 万円 
(月額５万×24 月＋入学準備金

20 万＋就職準備金 20 万) 

最大 330 万円程度 

（私立短大・下宿生の場
合） 

貸 

付 

要 

件 

所
得
要
件 

○日本学生支援機構給付奨学金
の第Ⅰ区分または第Ⅱ区分に
該当しないこと 

○生計維持者の所得の状況が日
本学生支援機構貸与奨学金
（第一種）の家計基準上限以
下であること 

○日本学生支援機構給付奨学金
の第Ⅰ区分または第Ⅱ区分に
該当しないこと 

○生計維持者の所得の状況が日
本学生支援機構貸与奨学金
（第一種）の家計基準上限以
下であること 

※特例：第２学年時の評定平均
値が 3.5 以上ある者は、日本
学生支援機構貸与奨学金（第
二種）の家計基準上限以下で
あること。 

○市町村民税非課税世帯及
びそれに準じる世帯 

成
績
要
件 

（なし） ○高校における第２学年時の評
定平均値が 3.0 以上であるこ
と 

○申請時までの高校におけ
る評定平均値が 3.5 以上、
または高校の面談等で学
修意欲があると認められ
ること 

 そ
の
他 

○鳥取短期大学に入学しようと
する者であること 

（なし） ― 

募集人員 １８人 ８人程度 制限なし 

返還免除
の要件 

卒業後 1 年以内に保育士登録ま
たは幼稚園教諭免許を取得し、
鳥取県内の保育施設等で６年間
のうち、３年間勤務した場合 

卒業後、１年以内に保育士登録
をし、鳥取県内の保育施設等で
５年間勤務（過疎地域は３年
間）した場合 

※幼稚園教諭として勤務する場
合は返還免除になりません。 

給付のため返還不要 

大学等での成績や所得状況
の変化により支援が打切り
される場合があります。 

返還が必
要となる

場合 

○退学した場合 

○卒業後、１年以内に保育士及
び幼稚園教諭免許のいずれも
取得できなかった場合 

○卒業後、県内の保育施設等で
6 年間のうち 3 年以上勤務し
なかった場合 など 

○退学した場合 

○卒業後、１年以内に保育士資
格を取得できなかった場合 

○卒業後、鳥取県内の保育施設
等で５年間（過疎地域は３年
間）勤務しなかった場合など 

○退学・停学（無期限また
は３カ月以上のものに限
る）の懲戒処分を受けた
場合 

○偽りその他不正の手段に
より支援を受けた場合 
など 

③ と の 併
願の可否 

 可 不可 ― 

 
 ※いずれの制度も併給することはできません。 

※「①鳥取県保育士等修学資金」と「②保育士修学資金貸付」の併願可能です。ただし「②保育士修学資

金貸付」の貸付決定が優先され、決定後は「①鳥取県保育士等修学資金」への変更はできません。 
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いいえ 

この対象者は、日本学生支援機構給付奨学
⾦の申請の有無に関わらず、 
①⿃取県保育⼠等修学資⾦ 
②保育⼠修学資⾦ の貸付はできません 

いいえ 

③日本学生支援機構給付奨

学金の申請をしてください。 

いいえ いいえ 

いいえ 

いいえ 

はい 

はい 

はい 

はい 

はい 

はい 

はい 

いいえ 

いいえ 

いいえ 

はい 

はい いいえ 

はい 

フローチャート 

（申請可能な制度をご確認ください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※１ 日本学生支援機構給付奨学金のうち、第Ⅰ区分・第Ⅱ区分の対象は学生本人とその生計

を一にする家族の所得の合計額が、以下の算式により 25,600 円未満となる世帯。 

   市町村民税の所得割の課税標準額×6%－（調整控除の額＋税額調整額） 

※２ 日本学生支援機構給付奨学金のうち、第Ⅲ区分の対象は、学生本人とその生計を一にす
る家族の所得の合計額が、上の算式の結果が 25,600 円以上 51,300 円未満となる世帯。 

※３ 生計維持者の所得の状況が日本学生支援機構貸与奨学金（第一種）の家計基準上限以
下。 

※４ 生計維持者の所得の状況が日本学生支援機構貸与奨学金（第二種）の家計基準上限以
下。 

 

第 2 学年時の評定平均値が 3.0 以上 

鳥取短期大学へ進学予定 

鳥取短期大学へ進学予定 

所得が日本学生支援機構給付奨学金 

第Ⅲ区分の対象で申請予定※2 

所得が日本学生支援機構給付奨学金 

第Ⅰ区分・第Ⅱ区分の対象※1 

所得が基準以下※3 申請不可 

申請不可 

所得が基準以下※3 

所得が基準以下※4 

申請不可 

①鳥取県保育士等修学

資金の申請が可能 

申請不可 

申請不可 

①鳥取県保育士等修

学資金の申請が可能 

②保育士修学資

金の申請が可能 

 

進学資⾦シミュレーター 日本学生支援機構給付奨学金、日本学生支援機構貸与奨学金の対象かどう

かは、日本学生支援機構ホームページ「進学資金シミュレーター」を参考

にしてください。 

日本学生支援機構 HP 進学資⾦シミュレーター https://shogakukin-simulator.jasso.go.jp/ 

第 2 学年時の評定

平均値が 3.5 以上 

所得が基準以下※3 

①鳥取県保育士等修学資金及び

②保育士修学資金の申請が可能 

申請不可 
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修学資金制度に係る Q&A 

 
 質問 回答 

 申請手続について 

１ 鳥取県保育士等修学資金と、鳥取県社会

福祉協議会が運営する「保育士修学資金

貸付」は、併願可能ですか？ 

鳥短大への進学予定者は、下宿生に限り併

願可能です。併願の場合は「保育士修学資

金貸付」を優先して貸付決定します（併給

はできません）。 

２ 申請書に添付する所得・課税証明書は、

いつの所得に関するものですか？ 

申請時に証明を受けることができる最も直

近の所得が対象となります。 

３ 所得基準を満たすかどうか不明な場合

は、申請してもいいですか？ 

申請可能です。こちらで貸付けの可否を審

査し、後日結果を通知します。 

４ 奨学金の要件に記載されている「その

他、特別な事情により家計が困窮してい

ると認められ、特に貸付けの必要があ

る」ことを証明するため、どのような書

類が必要ですか？ 

世帯状況報告書（別紙１）を提出すること

で、世帯状況（ひとり親・子どもの人数

等）から総合的に勘案して修学資金の貸付

けの可否を決定します。 

 修学生の人数 

５ 受給要件を満たしている場合には必ず修

学資金の貸付けを受けることはできます

か。 

２５名が上限ですので、選考の結果、修学

資金の貸付けの対象とならないことがあり

ます。 

 修学資金の貸付方法 

６ 修学資金は、鳥取短期大学の学費を軽減

する形で貸付けられることになっていま

すが、鳥取短期大学を経由せず、県から

直接受領することはできませんか？ 

修学資金を確実に学費に充当していただく

ため、このような形式で貸し付けることに

しています。県から直接修学生に支払う予

定はありません。 

 返還債務の免除 

７ パートタイム保育士でも、返還債務の免

除の対象となりますか？ 

保育士資格を活かして働いていると評価で

きるので、フルタイムの雇用形態でなくて

も、月 10 日以上の雇用契約であれば対象

となります。 

８ 保育所に雇用されているが、４月から６

月まで自宅待機を命じられた。この期間

は勤務していることになりますか？ 

雇用が継続しているのであれば、勤務期間

は継続していることになります。（雇用が

継続しているかどうかは雇用契約書で判断

します。） 
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様式第１号（第６条関係） 

 

修学資金貸付申請書 

 

 

                               年   月   日 

 

 

 鳥取県知事 平井 伸治 様 

 

 

                   申請者 郵便番号 

                       住  所 

                       氏  名            ㊞ 

                       電話番号 

 

 

 次のとおり修学資金の貸付けを受けたいので、連帯保証人となる者と連署し、関係書類を添え

て申請します。 

 

 

 １ 奨学金 

 

    月額３万円 

 

 

 ２ 入学支援資金 

 

   ２４万円 

 

 

  上記の申請に同意し、申請者が修学資金の貸付けを受けたときは保証人となり連帯して債務を

負担します。 

 

 

                 連帯保証人 郵便番号 

                       住  所 

                       氏  名            ㊞ 

                       電話番号 

                       申請者との関係 
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様式第２号（第６条関係） 

 

誓約書 

 

 

年   月   日  

 

 

 鳥取県知事 平井 伸治 様 

 

 

                         住  所 

                         氏  名            ㊞ 

 

 

 修学生になった上は、鳥取県保育士等修学資金貸付規則を堅く守り、学業に励むとともに、卒

業後、鳥取県の幼児教育・保育に貢献することを誓います。 
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様式第３号（第６条関係） 

 

代理受領承諾書 

 

 

年   月   日  

 

 

 鳥取県知事 平井 伸治 様 

 

 

                      住  所 

                      氏  名              ㊞ 

 

  

 鳥取短期大学が私の代わりに鳥取県保育士等修学資金を受け取ることについて同意します。 
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実施要綱様式第１号（第５条関係） 

 

 

個人情報の提供同意書 

 

 

年   月   日   

 

 

 鳥取県知事 平井 伸治 様 

 

                      

                     住  所 

                     氏  名             ㊞ 

 

 

 私は、修学生の内定または候補者登録に当たり、鳥取短期大学が私の代わりに受領する修学資

金を入学金に充当するため、私の住所、氏名及び出身高等学校名が鳥取短期大学に通知されるこ

とについて同意します。 
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実施要綱様式第３号（第４条関係） 

 

 

証 明 書 

 

 

年   月   日   

 

 

 鳥取県知事 平井 伸治 様 

 

                      

                   学校名 

                   校長名                   ㊞ 

  

 

  

本校に在籍する下記の申請者は、高等教育の修学支援新制度（高等教育無償化）の対象として

推薦しないことを証明します。 

 

 

記 

 

 

 

住  所 

氏  名              
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実施要綱様式第４号（第５条関係） 

 

 

高等教育無償化の制度を併給しない旨の誓約書 

 

年   月   日 

 

 

鳥取県知事 平井 伸治 様 

 

 

住 所 

氏 名               ㊞  

 

私は、修学生の内定または候補者登録となった場合、高等教育の修学支援新制度（高等教

育無償化）を受給するための進学届を大学等に提出しないことを誓います。 

 

   

 

  上記の誓約に同意します。 

 

 

                連帯保証人  住 所 

                       氏 名              ㊞ 
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別紙１ 

世帯状況報告書 

 

年   月   日 

 鳥取県知事 平井 伸治 様 

 

                       住所 

                       氏名               ㊞ 

 

 

 申請者及び申請者と生計を同一にする世帯員の状況は、以下のとおり間違いありません。 

 

区分 氏名 ふりがな 

申請者

との続

柄 

生年月

日 

勤務先名、自営業屋号、在学中

の学校名 

記入例 

鳥取 太郎 
とっとり たろ

う 
父 S55.1.1 △△株式会社 

鳥取 花子 
とっとり はな

こ 
姉 H14.2.2 〇〇大学 

申請者     本人     

世帯員          

世帯員      

世帯員      

世帯員      

世帯員      

世帯員      

世帯員      

世帯員          

世帯員          

 

 

【注意事項】 

申請者と生計を同一にする世帯全員を記載し、全員分の所得・課税証明書を添付すること。 

 


